
平成 18年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11月 14日

上場会社名    北海道中央バス株式会社 上場取引所  札

コード番号    9085 本社所在都道府県

（URL　http://www.chuo-bus.co.jp） 北海道

代　　表　　者　役職名　取締役社長　氏名　平尾　一彌

問合せ先責任者　役職名　常務取締役　氏名　武田　敬蔵 　　TEL (0134) 24 - 1111

決算取締役会開催日　　平成 17年 11月14日 　　中間配当制度の有無　　無
　　単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１．17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）

(1)経営成績

売　上　高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 11,078 △ 1.7 129 △ 43.4 179 △ 34.7
16年 9月中間期 11,270 4.5 229 192.6 275 126.6
17年 3月期 22,704 585 671

１株当たり中間

 (当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 △ 14 － △  0  47
16年 9月中間期 87 8.7  2  83
17年 3月期 306  9  96
(注)①期中平均株式数    17年 9月中間期  30,744,852 株      16年 9月中間期  30,817,007 株      17年 3月期  30,801,635 株

    ②会計処理の方法の変更　　 有

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円　 銭 円　 銭

17年 9月中間期   －   －
16年 9月中間期   －   －
17年 3月期   － 5  00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 28,807 20,911 72.6 680  44
16年 9月中間期 27,089 20,173 74.5 654  92
17年 3月期 27,916 20,619 73.9 670  58
(注)①期末発行済株式数　  17年 9月中間期  30,731,855 株　       16年 9月中間期  30,803,447 株       　17年 3月期  30,749,118 株

 　 ②期末自己株式数　 　 17年 9月中間期     728,145 株 　      16年 9月中間期     656,553 株      　 17年 3月期     710,882 株

２．18年 3月期の業績予想（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

　   １株当たり年間配当金
期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 22,300 420 140    5  00  5  00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              4 円 55 銭

※上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

　要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料の連6ページを参照してください。

売　上　高 経常利益 当期純利益

中間(当期）純利益

総　資　産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

（百万円未満切捨て）



千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  616,052   660,598   1,064,508

  1,013,248   1,234,048   1,012,862

  75,054   67,749   65,723

  283,066   478,231   315,061

  255,057   356,335   37,599

△ 210 △ 130 △ 209

  2,242,268 8.3   2,796,833 9.7   2,495,546 8.9

 有   形   固   定   資   産

  4,816,786   4,531,703   4,651,752

  1,147,098   1,064,725   1,107,317

  3,830,079   4,241,566   4,162,868

  9,366,790   9,246,562   9,364,805

  617,793   696,469   681,649

  19,778,547   19,781,026   19,968,393

 無   形   固   定   資   産   78,312   84,046   67,642

 投 資 そ の 他 の 資 産

  3,100,060   4,296,098   3,513,280

  1,445,977   1,445,977   1,445,977

  478,994   441,118   460,370

△ 34,670 △ 37,624 △ 35,200

  4,990,362   6,145,569   5,384,428

  24,847,221 91.7   26,010,642 90.3   25,420,464 91.1

  27,089,489 100.0   28,807,476 100.0   27,916,011 100.0

固 定 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

当 中 間 会 計 期 間 末

（平成１７年９月３０日現在）

流 動 資 産

科　　　　　目

資 産 合 計

構成比構成比

投 資 有 価 証 券

固 定 資 産 合 計

関 係 会 社 株 式

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

中  間  貸  借  対  照  表 　　

（ 資 産 の 部 ）

前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末

（平成１６年９月３０日現在） （平成１７年３月３１日現在）

金 額 構成比 金 額金 額

そ の 他

建 物

車 両 運 搬 具

貸 倒 引 当 金

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

単 1

構 築 物



千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  510,302   497,632   521,455

  106,638   325,937   49,641

  885,763   816,547   577,919

  1,480,626   1,954,271   2,202,318

  2,983,330 11.0   3,594,388 12.5   3,351,334 12.0

  295,350   746,419   495,851

  3,316,772   3,244,843   3,123,343

  137,347   136,060   147,829

  182,878   174,672   178,059

  3,932,348 14.5   4,301,995 14.9   3,945,083 14.1

  6,915,679 25.5   7,896,384 27.4   7,296,417 26.1

  2,100,000 7.8   2,100,000 7.3   2,100,000 7.5

  751,101   751,101   751,101

  751,101 2.8   751,101 2.6   751,101 2.7

  525,000   525,000   525,000

  15,744,116   15,799,241   15,744,116

  465,063   461,095   684,500

  16,734,180 61.8   16,785,337 58.3   16,953,617 60.8

  818,855 3.0   1,532,851 5.3   1,066,157 3.8

△ 230,326 △ 0.9 △ 258,197 △ 0.9 △ 251,281 △ 0.9

  20,173,810 74.5   20,911,092 72.6   20,619,593 73.9

  27,089,489 100.0   28,807,476 100.0   27,916,011 100.0

当 中 間 会 計 期 間 末

（平成１７年９月３０日現在）

金 額 構成比 金 額 構成比

前 事 業 年 度 末

（平成１７年３月３１日現在）

役 員 退 職 引 当 金

賞 与 引 当 金

金 額

そ の 他

固 定 負 債

科　　　　　目

買 掛 金

前 中 間 会 計 期 間 末

（平成１６年９月３０日現在）

構成比

退 職 給 付 引 当 金

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

単 2

（ 負 債 の 部 ）

資 本 金

その他有価証券評価差額金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

そ の 他

流 動 負 債

自 己 株 式

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

固 定 負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

任 意 積 立 金

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）



千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  10,018,408   9,992,884   20,372,389

  637,223   508,756   909,243

  276,575   280,142   759,234

  338,710   297,047   663,285

  11,270,917 100.0   11,078,829 100.0 22,704,153 100.0

  9,365,648   9,374,162   19,193,105

  620,717   498,464   904,594

  270,363   276,579   499,605

  318,682   301,806   616,925

  10,575,411 93.8   10,451,013 94.3 21,214,229 93.4

  695,505 6.2   627,816 5.7   1,489,923 6.6

  466,301 4.2   498,112 4.5   904,522 4.0

  229,204 2.0   129,704 1.2   585,401 2.6

  46,712 0.4   50,686 0.4   88,162 0.4

  674 0.0   546 0.0   2,466 0.0

  275,242 2.4   179,844 1.6   671,097 3.0

  18,686 0.2   60,675 0.5   80,817 0.3

  96,650 0.8   173,793 1.5   190,509 0.8

  197,278 1.8   66,726 0.6   561,405 2.5

  110,057 1.0   310,212 2.8 　  235,543 1.0

  － － △ 228,952 △ 2.1   19,204 0.1

  87,220 0.8 △ 14,534 △ 0.1   306,656 1.4

中　間　損　益　計　算　書 

自   平成１７年４月  1日

至   平成１７年９月３０日

金 額 百分比 百分比

至   平成１７年３月３１日

百分比 金 額金 額
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科   　　　　目

営 業 外 収 益

一 般 管 理 費

そ の 他 事 業 営 業 収 益

売 上 高

売 上 原 価

法人税 、 住民税及び事業税

前 事 業 年 度

自   平成１６年４月  1日

前 中 間 会 計 期 間

自   平成１６年４月  1日

至   平成１６年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

旅客自動車運送事業営業収益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

貸 切 旅 行 事 業 営 業 収 益

営 業 利 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 事 業 営 業 費

不 動 産 事 業 営 業 収 益

旅客自動車運送事業営業費

貸 切 旅 行 事 業 営 業 費

不 動 産 事 業 営 業 費

法 人 税 等 調 整 額

売 上 総 利 益

売 上 高 合 計

売 上 原 価 合 計



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

 ・子会社株式及び関連会社株

式 

   移動平均法による原価法

 ・その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

 ・子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 ・その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

   時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

 ・子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 ・その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

同左 

 (2) 貯蔵品 

  評価基準 原価法 

  評価方法 先入先出法 

(2) 貯蔵品 

  評価基準 同左 

  評価方法 同左 

(2) 貯蔵品 

  評価基準 同左 

  評価方法 同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

   定率法。 

   ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附

属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

  建物      ２～50年

  構築物     ２～50年

  車両運搬具   ２～６年

(1) 有形固定資産 

      同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法。 

   なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額に基

づく中間期負担額を計上し

ております。 

(3) 退職給付引当金    

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間期

末に発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 

 

(3) 退職給付引当金 

同左 

 

(2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額に基

づく当期負担額を計上して

おります。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上してお

ります。 

過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

３ 引当金の計上基準    過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(3年)による定額法

により按分した額を費用処

理することとしておりま

す。 

数理計算上の差異につい

ては、各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)

による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌

期から費用処理することと

しております。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(3年)による定額

法により按分した額を費用

処理することとしておりま

す。 

数理計算上の差異につい

いては、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生

の翌期から費用処理するこ

ととしております。 

 (4) 役員退職引当金 

   役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

(4) 役員退職引当金 

同左 

(4) 役員退職引当金 

   役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上して

おります。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等(消費税及び地方消

費税)の会計処理は、税抜方式

を採用しております。 

 なお、未払消費税等は、「流

動負債・その他」に含めて表示

しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等(消費税及び地方消

費税)の会計処理は、税抜方式

を採用しております。 
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会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

路線補助金収入については、従

来、特別利益に計上しておりました

が、当中間会計期間より売上高に含

めて計上する方法に変更いたしまし

た。 

この変更は、従来、補助の対象を

赤字事業者のみとしていた路線補助

金制度が、平成13年4月から路線単

位の収支で判断する制度へ変更され

たことから、より経常的な性格を強

めたこと、また、平成16年4月の札

幌市からの路線移譲に係る助成金に

より、従来に比して路線補助金収入

の大幅な増加が見込まれ、その金額

的重要性が高まったことから、損益

区分をより適正に表示するため行っ

たものであります。この結果、従来

と同一の方法によった場合と比較し

て、営業利益及び経常利益は

255,879千円増加しておりますが、

税引前中間純利益に与える影響はあ

りません。 

（固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(｢固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年8月9日) )及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

これにより税引前中間純利益が

116,013千円減少しております。 

 

路線補助金収入については、従

来、特別利益に計上しておりました

が、当期より売上高に含めて計上す

る方法に変更いたしました。 

この変更は、従来、補助の対象を

赤字事業者のみとしていた路線補助

金制度が、平成13年4月から路線単

位の収支で判断する制度へ変更され

たことから、より経常的な性格を強

めたこと、また、平成16年4月の札

幌市からの路線移譲に係る助成金に

より、従来に比して路線補助金収入

が大幅に増加し、その金額的重要性

が高まったことから、損益区分をよ

り適正に表示するため行ったもので

あります。この結果、従来と同一の

方法によった場合と比較して、営業

利益及び経常利益は944,674千円増

加しておりますが、税引前当期純利

益に与える影響はありません。 

 

追加情報 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、一般管理

費に計上しております。 

――――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当期から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号)に従

い法人事業税の付加価値割及び資本

割については、一般管理費に計上し

ております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日現在） 

１ 次のとおり取得価額から国庫

補助金等の圧縮記帳額が控除

されております。 

建物 315,730千円 

構築物 152,291 

車両運搬具 219,537 

土地 11,212 

有形固定資産 
・その他 

17,856 

投資その他の 
資産・その他 

19,298 

計 735,927 
 

１ 次のとおり取得価額から国庫

補助金等の圧縮記帳額が控除

されております。 

建物 316,687千円

構築物 153,792 

車両運搬具 190,084 

土地 11,212 

有形固定資産
・その他 

16,936 

無形固定資産 23,162 

投資その他の
資産・その他

19,298 

計 731,175 
 

１ 次のとおり取得価額から国庫

補助金等の圧縮記帳額が控除

されております。 

建物 316,687千円

構築物 153,792 

車両運搬具 243,667 

土地 11,212 

有形固定資産 
・その他 

17,856 

無形固定資産 23,162 

投資その他の 
資産・その他 

19,298 

計 785,678 
 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計 

  額 

33,734,163千円 

 

３ 偶発債務 

   子会社である㈱シィービー

ツアーズの㈱ジャルツアーズ

ほか4社との取引に基づく債

務について、連帯保証をして

おります。（当中間期末にお

ける残高 4,331千円） 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計

  額 

34,242,991千円

 

３ 偶発債務 

   子会社である㈱シィービー

ツアーズの㈱ジャルツアーズ

ほか4社との取引に基づく債

務について、連帯保証をして

おります。（当中間期末にお

ける残高 3,473千円） 

 

２ 有形固定資産の減価償却累計

  額 

34,455,790千円

 

３ 偶発債務 

   子会社である㈱シィービー

ツアーズの㈱ジャルツアーズ

ほか4社との取引に基づく債

務について、連帯保証をして

おります。（当期末における

残高 8,378千円） 

 

４ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的

な調達を行なうため取引銀行

と当座貸越契約を締結してお

ります。 

   当中間期末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

   当座貸越   3,500,000千円 
極度額 

借入実行残高     ― 

    差引額    3,500,000 

 

４ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的

な調達を行なうため取引銀行

と当座貸越契約を締結してお

ります。 

   当中間期末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。

    当座貸越     3,500,000千円
極度額 

借入実行残高    ― 

 差引額    3,500,000 

 

４ 当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的

な調達を行なうため取引銀行

と当座貸越契約を締結してお

ります。 

   当期末における当座貸越契

約に係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

   当座貸越   3,500,000千円
極度額 

借入実行残高    ― 

    差引額     3,500,000 
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 2,982千円 

受取配当金 35,546 
  

１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 2,696千円

受取配当金 38,511 
 

１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 5,837千円

受取配当金 45,473 
 

２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 519千円 

  

２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 500千円
 

２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 551千円
 

３ 特別損失のうち重要なもの 

車両運搬具 
売却損 

38,005千円
 

３ 特別損失のうち重要なもの 

車両運搬具 
売却損 

58,772千円 

 

 

４    ――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 933,332千円 

無形固定資産 9,410 

投資その他の 
資産 

4,053 

 

 ６ 売上高の季節的変動 

 (1) 当社の貸切旅客自動車運送事

業営業収益及び貸切旅行事業営

業収益は、通常の営業の形態と

して、下半期に比べ上半期の貸

切バスの需要が多いため、事業

年度の上半期の営業収益と下半

期の営業収益との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

減損損失 116,013 

 

４ 減損損失 

  当社は以下の資産について減

損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 
減損損失
（千円）

遊休資産
（6件） 

土地 札幌市 
北区他 

116,013

  当社は、遊休資産を個別物件

ごとにグルーピングしており、

今後の使用見込みがなく市場価

格が下落している資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しておりま

す。 

  なお、当資産の回収可能価額

は正味売却価額により測定して

おり、不動産鑑定評価又は固定

資産税評価額を基準に算定して

おります。 

   

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 948,706千円

無形固定資産 11,691 

投資その他の
資産 

3,210 

 

 ６ 売上高の季節的変動 

 (1)    同左  

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 特別損失のうち重要なもの 

――――― 
 
 

 

４    ――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,985,501千円

無形固定資産 18,571 

投資その他の 
資産 

7,256 

 

――――― 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

(2) 当社の不動産事業営業収益の

うち、ニセコアンヌプリ国際ス

キー場と小樽天狗山スキー場の

索道施設及びその付帯施設につ

いては、契約により上半期に比

べ下半期の賃貸料が高いため、

事業年度の上半期の営業収益と

下半期の営業収益との間に著し

い相違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動がありま

す。 

 

 ７ 法人税等の表示方法 

   当中間会計期間における税金

費用については、簡便法により

計算しているため、法人税等調

整額は「法人税、住民税及び事

業税｣に含めて表示しておりま

す。 

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――― 

 

 

(2)     同左  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 法人税等の表示方法 

――――― 

 

 

 

 

 

（追加情報） 

   中間会計期間における税金費

用については、従来簡便法によ

り計算しておりましたが、税金

費用をより合理的に配分するた

めに、当中間会計期間から原則

法に変更しております。 

   なお、この変更による影響額

は軽微であります。 

 

８ 税額計算及び税効果会計 

   当中間会計期間における税額

計算については、固定資産圧縮

積立金を利益処分により計上又

は取り崩したものとみなして計

算しており、これに対して税効

果会計を適用しております。 

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――― 

 

 

 

 

 

 

――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――― 

 

 

 

(リース取引関係) 

   半期報告書についてＥＤＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

(有価証券関係) 

 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 
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